
 

 

 

 

令和元年第５回伊賀市議会（定例会） 

 

 

 

 

請 願 文 書 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年９月２日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１  受 理 番 号 請願第15号 

２  受 付 年 月 日 令和元年８月23日 

３  請願者の住所 

及び氏名  

伊賀市上友生785番地  

伊賀市ＰＴＡ連合会  

会長 中村英行 外２名 

４  請 願 の 件 名 義務教育費国庫負担制度の充実を求めることについて 

５  請 願 の 要 旨 
義務教育費国庫負担制度は、憲法の要請にもとづく義務教育の根

幹である「無償制」「教育の機会均等」を保障し、「教育水準の維
持向上」をはかるため、国が責任をもって必要な財源を措置すると
の趣旨で確立された制度です。義務教育の成否は、教職員の確保、
適正配置、資質向上および教育環境整備等諸条件の水準保障に負う
ところが大きく、そのために必要な財源を安定的に確保することが
不可欠です。 

しかし、1985年に国庫負担の対象外となった教材費等は、一般財
源としての措置のままであり、このことは、教育環境整備に係る
様々な面で都道府県間での大きな格差を生じさせている一つの要
因になっていると考えられます。 

文科省がおこなった「学校における教育の情報化の実態等に関す
る調査（2018）」によると、学校におけるICT環境整備状況の都道
府県格差は、教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数で、1.8
～7.9／台、普通教室の無線LAN整備率で、9.9～68.8％、三重県内
においては、それぞれ2.0～12.7／台、0～100％と依然としてかな
りの格差があります。学習指導要領改訂により、来年度から「プロ
グラミング教育」、小学校中学年から「外国語教育」が実施される
にあたり、教育用コンピュータ機器端末の整備は、急務かつ国とし
ての責務であり、一定の水準を等しく担保しながら進められるべき
です。 

ICT環境整備に関わらず、これまでの教育環境整備に係る様々な
整備計画の進捗とその結果を見るにあたり、義務教育の水準が安定
的に確保されるためには、一般財源ではなく、国庫負担金による財
源確保の対象の拡大、さらにはその増額が極めて重要と考えるとこ
ろです。 

未来を担う子どもたちの「豊かな学び」を保障することは、社会
の基盤づくりにとって極めて重要なことです。義務教育について
は、国が責任を果たすとの理念にたち、教育に地域間格差が生じな
いよう、必要な財源を確保する義務教育費国庫負担制度の存続はも
とより制度の更なる充実が求められます。 
 以上のような理由から、義務教育費国庫負担制度が充実され、国
の責務として必要な財源が確保されるよう採択いただき、国の関係
機関に意見書を提出いただくようお願い申し上げます。 

６  紹 介 議 員 宮﨑  栄樹、上田  宗久、中岡  久徳  

７  付 託 委 員 会 教育民生常任委員会 



１  受 理 番 号 請願第16号 

２  受 付 年 月 日 令和元年８月23日 

３  請願者の住所 

及び氏名  

伊賀市上友生785番地  

伊賀市ＰＴＡ連合会  

会長 中村英行 外２名 

４  請 願 の 件 名 
教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求めることにつ

いて 

５  請 願 の 要 旨 
 子どもたちの姿を出発点とした主体的で協働的な「豊かな学び」
を実現するためには、教職員定数の改善が、最も重要な環境整備の
ひとつだと考えます。学級編制について国際的に比較すると、日本
の１クラス当たりの児童生徒数は、小学校27人、中学校32人（2018
年 経済協力開発機構（OECD）公表値）、OECD加盟国１クラス当た
りの児童生徒数は小学校21人、中学校23人と大きく上回っていま
す。三重県でも、小学校25.1人、中学校30.2人（平成30年度学校基
本調査、単式学級）と、やはりOECD加盟国平均を大きく上回ってい
ます。 

教職員が心身ともにゆとりを持って目の前の子どもたちと向き
合い、日々の教育活動を創り出していくことは、子どもたちの「豊
かな学び」の保障につながる基盤となるものであり、そのためにも、
教職員定数改善計画の策定と実施が強く望まれるものです。 

一方、日本の教育機関に対する公財政支出は、対GDP比約4.1％で、
OECD加盟国平均（5.0％）に未だに及んでいません。教育基本法に
より定められている「第３期教育振興基本計画（2018）」のなかで
政府は、「OECD諸国など諸外国における公財政支出など教育投資の
状況を参考とし、必要な予算を財源措置し、真に必要な教育投資を
確保していくことが必要」としています。公財政として措置される
教育予算を拡充し、教育条件整備をすすめていくことが、山積する
教育課題の解決へとつながり、そしてそれらは、子どもたち一人ひ
とりの「豊かな学び」を保障することにつながっていくと考えます。 
 以上のような理由から、子どもたちの「豊かな学び」の保障にむ
け、教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算の拡充をおこなう
よう採択いただき、国の関係機関に意見書を提出いただくようお願
い申し上げます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６  紹 介 議 員 宮﨑  栄樹、上田  宗久、中岡  久徳  

７  付 託 委 員 会 教育民生常任委員会 



１  受 理 番 号 請願第17号 

２  受 付 年 月 日 令和元年８月23日 

３  請願者の住所 

及び氏名  

伊賀市上友生785番地  

伊賀市ＰＴＡ連合会  

会長 中村英行 外２名 

４  請 願 の 件 名 
子どもをめぐる貧困対策の推進と就学・修学支援に関わる制度の拡

充を求めることについて 

５  請 願 の 要 旨 
 学校には、さまざまな生活背景から課題を抱えた子どもたちが通
っています。厚労省の「国民生活基礎調査（2016）」によると、「子
どもの貧困率」は 13.9％、およそ子ども７人に1人の割合で貧困状
態にあるとされています。また、大人が１人の世帯の相対的貧困率
は50.8％と、大人が２人以上いる世帯（10.7％）より著しく厳しい
経済状況におかれています。 

貧困の連鎖を断ち切るための教育に係る公的な支援は、きわめて
重要であると考えます。学校にしか居場所がないというような子ど
もたちに対して、教育相談などを充実させるとりくみや、学校だけ
では解決が困難な事案について関連機関と連携した支援を行うな
どのとりくみが今以上に進められていく必要があります。 

日本の高等教育の授業料は国際的な比較において「最も高い水準
の国の一つである」とされており、大学等の高等教育段階での総教
育支出においても、68％が私費負担で賄われ、経済協力開発機構
（OECD）平均の30％を大きく上回っています。（OECD「図表でみる
教育2018」）。 

すべての意志ある生徒が安心して教育を受けられるためには、就
学・修学保障制度の拡充が必要です。高等学校等就学支援金制度に
おいて、県教委が出した「令和２年度国への提言・提案」にもある
ように、“標準的な修業年限を超過した場合であっても、就学支援
金の対象とし、経済的負担の軽減をはかる”等、制度のさらなる緩
和・拡充を求めていかなければなりません。 

貧困の連鎖を断ち切り、経済格差を教育格差に結びつけないため
に、就学・修学支援に関わる制度・施策のよりいっそうの充実が求
められています。 
 以上のような理由から、子どもの貧困対策の推進と就学・修学支
援に関わる制度が拡充するよう採択いただき、国の関係機関に意見
書を提出いただくようお願い申し上げます。 

６  紹 介 議 員 宮﨑  栄樹、上田  宗久、中岡  久徳  

７  付 託 委 員 会 教育民生常任委員会 



１  受 理 番 号 請願第18号 

２  受 付 年 月 日 令和元年８月23日 

３  請願者の住所 

及び氏名  

伊賀市上友生785番地  

伊賀市ＰＴＡ連合会  

会長 中村英行 外２名 

４  請 願 の 件 名 防災対策の充実を求めることについて 

５  請 願 の 要 旨 
 「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）（2013）」にも
あるように、東海地方が大きく被災した場合、三重県内の避難者数
は、地震発生翌日で約35～56万人にのぼり、一か月後においても約
10～20万人が避難所生活をつづけることになると推計されていま
す。東日本大震災（2011年）、西日本豪雨（2018年）等これまでの
災害で、多くの学校が避難所となったように、県内でも９割以上の
公立学校が避難所指定を受けており、有事の際には地域の避難所と
なることが予想されます。 

また、耐震・耐火性などの安全対策、避難者の生活を支えるトイ
レや発電設備、飲料水の確保等が求められ続けていますが、防災関
係施設・設備の設置率は、屋内運動場多目的トイレ15.5～61.1％（三
重県28.4％）、自家発電設備等9.3～90.7％（同71.5％）、貯水槽・
プールの浄水装置等16.4～98.7％（同69.2％）（避難所となる公立
学校施設の防災機能に関する調査（2017））など、まだまだ都道府
県によってばらつきがあり、三重県においては、十分であるとは言
えません。また、非構造部材の耐震化対策のうち、学校施設の屋内
運動場等の天井等の落下防止対策は、2019年４月現在、公立小中学
校11棟、県立学校39棟（令和２年度国への提言・提案）で未完です。
過去の災害に学び、最善の備えを整えていくという考えのもと、防
災に関わる施策がさらに充実されることを強く望むところです。 
 以上のような理由から、子どもたちの安心・安全を確保するため、
巨大地震等の災害を想定した防災対策の充実をはかるよう採択い
ただき、国の関係機関に意見書を提出いただくようお願い申し上げ
ます。 

６  紹 介 議 員 宮﨑  栄樹、上田  宗久、中岡  久徳  

７  付 託 委 員 会 教育民生常任委員会 

 


